
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 地域介護・福祉空間整備等補助金

予算書項目 地域介護・福祉空間整備等補助金 ページ 27 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211 

【１１次総の施策体系】1202 

【事業の経過及び背景】 
　国の令和３年度当初予算において、介護施設等における防災・減災対策を推進する
ため、 スプリンクラー等の整備、老朽化に伴う大規模修繕等のほか、施設の耐震化整
備、倒壊の 危険性のあるブロック塀等の改修、水害対策、災害時に施設機能を維持す
るための電力・水の確保を自力でできるよう非常用自家発電設備・給水設備の整備助
成が予算計上された。

【事業の目的及び効果】 
　国の交付金を積極的に活用し、認知症高齢者グループホーム等防災改修（財源：国
１０／１０ ）、非常用自家発電設備の整備（財源：国１／２、市１／４、事業者１／
４）、水害対策強化（財 源：国１／２、市１／４、事業者１／４）、給水設備整備
（財源：国１／２、市１／４、事業者１／４）を行 う事業者に対して助成を行い、介
護基盤の強化を通じて利用者の安全・安心を確保する。 

【事業の内容】 
　市内事業者から実施要望のあったものについて、国の地域介護・福祉空間整備等交
付金を 活用し、介護関連施設の設備改修の支援を行う。 
　＜認知症高齢者グループホーム等防災改修支援事業＞ 
　　■４事業所　　２２，５５０千円 
　＜高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業＞ 
　　■１事業所　　４１，１４４千円 
　＜高齢者施設等の水害対策強化事業＞ 
　　■１事業所　１７８，１５７千円 
　＜高齢者施設等の給水設備整備事業＞ 
　　■１事業所　　３６，７８３千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 193,272 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 278,634 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 278,634 

総務部長段階査定額 278,634 

地方債 85,300 0 

その他 0 0 

一般財源 62 諸収入 0 

計 278,634 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００２ 項　　目　　名 高齢者居住環境整備助成費

予算書項目 高齢者居住環境整備助成費 ページ 27 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212 

【１１次総の施策体系】1202 

【事業の経過及び背景】 
  高齢者が介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮ら
し続 けることができるまちづくりが求められている。 

【事業の目的及び効果】 
  経済的に住宅改修が困難な世帯が、居室・浴室・トイレなどを要介護・要支援状態
の高 齢者に配慮した仕様にする改修工事費に対して助成を行い、高齢者が安全に安心
して在宅 生活をおくることができる居住環境を確保する。 

【事業の内容】 
（１）対象者
　　　要介護・要支援の認定を受けている者で本人及び同一住所を有する者が すべて
　　市民税非課税の者 
（２）対象工事
　　　手すりの取付、段差の解消、滑り止め防止の床材の変更、引き戸等への取替、
　　和式便器の取替等 
（３）助成金額
　　　助成対象経費２００千円までは３分の２、２００千円超～８００千円まで は
　　２分の１（給付限度額４３３，０００円） 
 （４）補正内容
　　　当初予算時４件見込み　→　６件見込み

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 111 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 559 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 1,320 

要求額 655 

総務部長段階査定額 559 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 448 諸収入 0 

計 559 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００３ 項　　目　　名 行旅死亡人等取扱費

予算書項目 行旅死亡人等取扱費 ページ 27 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 R3

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取警察署から、自死とみられる遺体（身元不明・葬祭執行者なし）の埋火葬依頼
を受 け、行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づき、死亡地である本市が遺体の火葬等を
行う必要が生じた。 

【事業の目的及び効果】 
　身元が不明で葬祭執行者のいない遺体について、本市が適切に葬祭を行うことによ
り、 公衆衛生の維持を図る。 

【事業の内容】 
　官報公告　９６３円×１．１×１６行＝１６，９４８円 
　葬祭費用　１７５，０２６円（市費負担分）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 193 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 193 

総務部長段階査定額 193 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 193 諸収入 0 

計 193 その他 0 

行財政改革課処理欄


